
軽水炉サイクルからＦＢＲサイクルへの移行に関する検討計画（1/3）

検討課題 内容 担当 2007年度 2007年度 2008年度 2009年度
（注1, 注2） 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 ９月～

【移行期の核燃料サイクルに関する状況の評価と在り方の検討】
1. サイクル諸量評価

1.1　想定条件と考慮すべき変動要因
の検討

○ＦＢＲサイクルへの移行期の核燃料サイクルの状況を想定するに当
たり、第2再処理を含む将来の各サイクル施設の導入時期、高速増殖
炉導入ペース、原子力発電総容量、再処理規模、回収Ｕの取扱い、
ＭＡ回収など数多くの変動要因が存在する。これらの中からサイクル
諸量を評価する上で固定する条件と考慮すべき変動要因を明確にす
る。

原子力機構

1.2　ケーススタディー結果と評価 ○明確にした変動要因に対する感度解析を行い、それぞれ核物質の
バランス、使用済燃料の総量などの時系列変化を評価する。

原子力機構

2. 核燃料サイクルの選択肢に関する各
種評価

2.1 回収Ｕの取扱いに関するケース
スタディー

○六ヶ所工場に続く軽水炉再処理で回収されるＵの利用方策として以
下のケースについて具体的な方策及び課題を検討し、ケース間の比
較評価をする。
　　　　・　再濃縮による軽水炉利用ケース
　　　　・　ＦＢＲ利用ケース
　　　　・　再利用しないケース

原子力機構*
日本原燃

(1)　再濃縮による軽水炉利用ケー
スの検討

　再濃縮する判断の１つとして、再濃縮にかかる費用と天然Ｕ価格
との関係を整理するとともに、1％程度の残留濃縮度の回収Ｕを再
濃縮して軽水炉燃料として利用する場合の再処理における除染係
数の再濃縮、燃料加工への影響などを技術的観点から検討し、課
題を整理する。

(2)　ＦＢＲ利用ケースの検討 　ＦＢＲのブランケット燃料として利用する場合には、その使用量は
限られており、大部分が長期貯蔵することになる為、劣化Ｕも含め
て長期貯蔵に関する施設イメージと貯蔵管理方策などに関する課
題を整理する。

(3)　再利用しないケースの検討 　ＦＢＲの利用ケースのオプションとして大量の回収Ｕを再利用しな
い場合について、廃棄体としての区分及び費用について概略検討
する。

(4)　比較評価

2.2 ＭＡ回収に関するケーススタ
ディー

○軽水炉使用済燃料中のＭＡ回収に関して以下のケースについて具
体的な方策及び課題を検討し、現行の高レベル廃棄物として処分す
る場合との比較評価をする。
　　　　・　ＦＢＲでリサイクル利用ケース
　　　　・　ＦＢＲで遅延リサイクル利用ケース

原子力機構*
日本原燃

(1)　ＦＢＲでリサイクル利用ケース
の検討

　軽水炉使用済燃料中のＭＡを回収し、ＦＢＲ燃料としてリサイクル
する場合について、毒性や被ばくの観点からの環境負荷低減効
果、発熱源が減少することによる処分場の大きさなどへの効果、Ｍ
Ａ回収工程の追加による再処理、FBR燃料製造及び輸送等のコス
トや廃棄物発生量などへの影響を評価する。

スケジュール (注3)

【凡例】
　　：　中間成果報告

　　：　最終成果報告

（想定条件の追加、変更に対応）

これまでの評価結果の紹介

コスト算定方法

見積り

DF 検討 継続検討

ウラン量などの設定

貯蔵施設検討

まとめ

継続検討

U廃棄物処分の状況整理

処分方策の検討

貯蔵の検討

まとめ

毒性・被ばくの検討

処分コストの検討

サイクルの負担検討

まとめ



軽水炉サイクルからＦＢＲサイクルへの移行に関する検討計画（2/3）

検討課題 内容 担当 2007年度 2007年度 2008年度 2009年度
（注1, 注2） 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 ９月～

スケジュール (注3)

(2)　ＦＢＲで遅延リサイクル利用
ケースの検討

　上記ケースのオプションとして、発熱源、中性子源Am、Cmを一定
期間貯蔵して減衰させる遅延リサイクルの場合について、回収ＭＡ
の貯蔵に関する方策やコスト、ＦＢＲ燃料製造、燃料輸送への影響
などを評価する。

(3)　比較評価
3.　移行期の核燃料サイクルの在り方
についての類型化

○上記サイクル諸量評価及び各種評価結果を踏まえて、ＦＢＲサイク
ルへ移行する時期の核燃料サイクルの在り方について、想定される
変動要因による影響を把握して、代表例に類型化する。

原子力機構*
日本原燃

【移行期の核燃料サイクルの在り方に応じた燃料サイクル技術の検討】
4. 採用可能な再処理技術等の調査、
比較検討

4.1 再処理技術等の調査 ○軽水炉再処理に適用できる技術の調査を実施したうえで、3項で類
型化した核燃料サイクルの在り方に対応できる技術の特徴、長所・短
所、開発到達度などを整理し、それぞれを比較する。

原子力機構*
日本原燃

(1)　調査対象の整理 　調査する対象技術は、以下の通り。
　・分離プロセス技術
　・主要反応機器（溶解槽、清澄機、抽出器など）
　・廃棄物処理技術
  ・FBR燃料製造技術（含む輸送）

(2) 評価基準の設定と比較検討 　整理した技術の中から代表的な技術を複数選択してそれぞれシ
ステム化した場合の概念を構築し、あらかじめ設定する評価基準
(経済性、核拡散抵抗性、環境負荷低減性などの観点）に照らして
比較評価する。

4.2　研究開発に反映する既存プラン
ト技術の検討

○東海再処理工場（ＴＲＰ）、六ヶ所再処理工場（ＲＲＰ）の実績から将
来プラントに反映すべき情報を整理し、今後の研究開発課題を洗い出
す。

日本原燃*
原子力機構

(1)　現行再処理施設に関するレ
ビュー

　プロジェクト管理の視点から次の項目について、インタビューなど
の手法により整理する。
① 採用技術, ② 国の貢献, ③ メーカ体制,
④ 民間事業主体, ⑤ 規制, ⑥ 保障措置システム

(2)　第2再処理工場に反映できる
現行再処理施設の技術

　技術開発の視点から、設計・建設、安全設計、運転、保修、廃棄
物、資源などの項目について、現行再処理施設の技術から摘出、
整理する。

(3)　第2再処理工場に向けた課
題・方策

　上記(1)及び(2)の検討を踏まえて、プロジェクト管理の視点、技術
開発の視点から課題・方策をまとめる。

5.　軽水炉サイクルとＦＢＲサイクルの研究開発ステップの検討

（調査は継続）予備調査

方法の検討
費用見積り

まとめ

調査

（必要に応じて継続）



軽水炉サイクルからＦＢＲサイクルへの移行に関する検討計画（3/3）

検討課題 内容 担当 2007年度 2007年度 2008年度 2009年度
（注1, 注2） 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 ９月～

スケジュール (注3)

5.1　六ヶ所再処理工場に続く軽水炉
再処理工場のプラントイメージの検討

○六ヶ所再処理工場に続く軽水炉再処理工場とＦＢＲ再処理工場は
同時期に操業を開始することが想定される。そこで、施設の共用やプ
ルサーマル燃料の処理を実施するプラントのイメージについて検討す
る。

原子力機構*
日本原燃

(1)　燃料サイクル技術、施設共用
の可能性、範囲の検討

　軽水炉再処理工場とＦＢＲ再処理工場の設備や施設の共用可能
性、共用による効果などを検討する。

(2) プルサーマル燃料の取扱いに
関するケーススタディー

　プルサーマル燃料は形状は軽水炉Ｕ燃料と同様ではあるが、Pu
富化度はＦＢＲ燃料に近い性状にある。その為、ＦＢＲ再処理を利用
するケースと軽水炉再処理を利用するケースについてそれぞれ付
加する機能を検討して技術的、経済的な得失を評価する。

(3)　再処理製品を扱うＦＢＲ燃料加
工工場の在り方

　軽水炉再処理及びＦＢＲ再処理のＭＯＸ製品は、ＦＢＲ燃料として
加工されることが考えられることから、ＦＢＲ燃料加工工場の在り方
について検討する。

5.2　燃料サイクル技術に関する研究
開発の進め方

○４項で整理した各技術を含めた燃料サイクル技術の開発要素を整
理し、要素技術開発、実証などの開発ステップを検討する。検討に当
たっては、各サイクル技術開発の連携及び先行するＦＢＲサイクル技
術開発ステップとの整合性を取りつつ、両サイクルの技術開発が十分
に整合性の取れたものとなるよう考慮する。

原子力機構*
日本原燃

(1)　濃縮技術 回収Ｕの再濃縮に係る技術開発項目の整理、検討 日本原燃*
原子力機構

(2)　再処理技術 軽水炉再処理及びＦＢＲ再処理に係る技術開発項目の整理、検討 原子力機構*
日本原燃

(3)　燃料製造技術 軽水炉再処理及びＦＢＲ再処理と連携したＦＢＲ燃料製造に係る技
術開発項目の整理、検討

(4)　国際協力の活用 　米国、仏国、露国など核燃料サイクル技術の開発に取り組む国々
の動向を調査、分析した上で、GNEPなどを通じて二国間又は多国
間での国際協力の可能性を模索し、国際協力で開発する技術と国
産化する技術に関する検討を実施する。

(5)　研究開発ステップの検討 　上記検討結果を踏まえて軽水炉サイクル及びＦＢＲサイクル技術
に関する実用化までの開発ステップについて検討する。

注１：＊は主担当を示す。
注２：内容に応じて電気事業者も検討に参画。
注３：本スケジュールは検討状況に応じて見直すことも
ある。

予備検討
検討


